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ワンポイント 通信 
第３５８号 ２０１７年２月１５日発行

E-mail pro@3d-m.jp  Web http://www.3d-m.jp/ 
TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820 

「個人情報保護法改正セミナー」 

２０１７年４月２０日（木） １５：３０～１７：００ 

 本年５月３０日より本格施行される個人情報保護法について、対応方法などを解説します。 

講師 ： 高野 毅 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 福山・小宮 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ http://www.3d-m.jp/n_contents/stopform.html からお願いします。

節税制度が 

新設されました！ 

一人暮らしだった父や母が亡くなり、相続した実家が空き家になっているが、管理や処分の方法に困っている・・・そんなお悩みはありませんか？
そんな方におすすめの制度ができました。平成２８年４月１日～平成３１年１２月３１日までの間に、相続もしくは遺贈によって、被相続人が居住していた家屋とその敷地を取得し、これを売却した場合、一定の条件を満たせば、譲渡所得の金額から最高３，０００万円まで控除することができる制度です。
これを、「被相続人の居住用財産（空き家）に係る譲渡所得の特別控除の特例」といいます。


特例の対象となる家屋・敷地の条件は以下の通りです。
【対象となる家屋の条件】
①相続開始直前に被相続人の居住の用に供されていた。
②相続開始直前に被相続人以外に居住していた人がいない。
③昭和５６年５月３１日以前に建築された。
④区分所有建物（マンション等）の登記がされている建物でない。

【対象となる敷地の条件】
相続開始直前に被相続人の居住の用に供されていた。

特例を受けるための主な条件は以下の通りです。
①相続もしくは遺贈によって家屋・敷地を取得した。
②イ)　家屋を売却する、または家屋とともに敷地を売却する（家屋は一定の耐震基　　　準を満たしている）。
			もしくは
   ロ)　家屋を取り壊したのち、敷地を売却する。
③相続のあった日から３年目の年の１２月３１日までに売却する。

この他にも条件がありますので、詳しくは税理士にお尋ね下さい。
また、この特例を受けるには確定申告が必要になります。売却時の契約書等は、忘れずに保存しておいて下さい。
この制度を利用することにより、家屋・敷地の売却益に係る所得税の負担が大きく軽減されます。ぜひご活用下さい。


http://www.3d-m.jp/n_contents/kome.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/onepoint_2017.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/q-a.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/fmonepoint.html



